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2007 年（平成 19 年）度 

経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる 

業務・システム最適化実施評価報告書 

 

2008 年 8 月 22 日 

内閣府本府情報化推進委員会決定 

 

１． 経済財政政策関係業務等に必要なシステムの概要 

 

 

２．企画段階における評価 

 

（１）設計・開発事業者の選定 

（最適化の実施内容） 

平成 19 年度から 21 年度までに新システムの設計・開発・検証を行うための設計・

開発事業者の選定。 

 

（最適化の実施状況） 

平成 18 年度末に不調に終わった設計・開発における次回入札について、再度の不

調を回避しなければならないことから、引き続き調達に耐えられるような調達仕様書

（要件定義書）の作成について検討を重ねてきた。 

 

【最適化実施の評価】 

○ 課題及び問題とその原因 

府省全体管理組織や CIO 補佐官および総務省行政管理局と調整した結果、調

達仕様書（要件定義書）について更なる精査を行う必要がある、との判断があっ

た。 

○ 対策 

社会会計システム・オープン・コンソーシアム(以下、「オープン・コンソーシアム」

という。詳細については「（３）オープン・コンソーシアムによる情報提供」を参照。)

の開催を積極的に行うなどして対応してきたものの、最適化実施期間内（平成 21

年度末まで）での新システム設計・開発・検証の完了が困難であるとの結論に至

項目 内容 

個別管理組織担当課室名 内閣府経済社会総合研究所総務部 

府省全体管理組織担当課室名 内閣府大臣官房企画調整課情報システム室 

対象期間 2007 年 4 月 1 日～2008 年 3 月 31 日 

最適化工程の段階 企画段階 
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り、最適化実施期間を平成 22 年度末まで１年間延長すべく、別添案のとおり最適

化計画を改定することとした。 

 

（２）プロジェクト・マネジメント・オフィス（ＰＪＭＯ）事業者の選定 

（最適化の実施内容） 

「経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務･システムの最適化」に

関するプロジェクト・マネジメント・オフィス（ＰＪＭＯ）仕様書（要件定義書）作成及び事

業者の選定 

   

（最適化の実施状況） 

「経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・システムの最適化」に

関するプロジェクト・オフィス（ＰＪＭＯ）及びオープン・コンソーシアム運営管理業務につ

いての調達仕様書（要件定義書）を作成し、一般競争入札（総合評価方式）を行い、平

成 19 年 8 月 9 日に株式会社三菱総合研究所(以下、「PJMO 事業者」という)と契約を

締結した。 

本契約の内容は、「経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・シス

テムの最適化計画」にもとづく、平成 19 年度～21 年度に実施する国民経済計算、景

気統計等の業務・システム及び共用データベースのオープンシステムへの移行、シス

テムを最適化するための設計・開発・試験・検証作業において、内閣府及び設計・開

発作業の事業者が行う業務の工程管理、品質管理等について、専門的見地からプロ

ジェクトのマネジメントを行うと同時に、本プロジェクトに関連したオープン・コンソーシ

アムの運営管理を行うことである。 

    

【最適化実施の評価】 

○ 課題及び問題とその原因 

「（１）設計・開発事業者の選定」に記載のとおり、最適化実施期間を１年間延長

することとなった。 

○ 対策 

設計・開発経費に係る国庫債務負担行為（平成 19 年度から 21 年度までの３

年間）の１年延長（平成 19 年度から 22 年度までの４年間）を要求し、PJMO 事業

者との契約も平成 19 年度から 22 年度までの４年間に延長する変更契約を締結

した。 

 

（３）オープン・コンソーシアムによる情報提供 

（最適化の実施内容） 

再度の入札不調防止の観点から、調達仕様書（要求定義書）の精査を行い、全体

設計の有用性を検証し、オープン・コンソーシアムを開催し、幅広く情報提供を行うこ

とにより、入札参加者のリスクの軽減を図る。 
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（最適化の実施状況） 

平成 18 年度末に、設計・開発作業の入札が不調に終わったのは、応札事業者がごく

少数であった上、応札事業者との間でシステム構築に関する経費の見積もりにつき乖離

が生じたことが要因と推察される。 

このため、個別管理組織において PJMO 事業者の協力を得て調達仕様書（要件定義

書）の再度の精査を行うとともに、オープン・コンソーシアムの研究会を 5 回、シンポジウ

ムを 1 回開催し、学術関係者からシステムの設計やプログラム開発について建設的な意

見等を頂きつつ、入札希望事業者に対して見積もりを正確に作成できるよう現システム

及び本作業に関する積極的な情報提供を図った。 

オープン・コンソーシアムの設立により、システムの一部分を対象に試験的な作業を行

い、設計方針のフィージビリティ（実現可能性）や、モジュール化の実例、作業に要した業

務量を明示するといった取り組みを通じて、システム構築の見積もりに関する情報リスク

を低減することにより、入札参加の実質的な参入障壁を排除するとともに、より経費節減

可能な見積もりを促すよう取り組んだ。 

    

【最適化実施の評価】 

○ 課題及び問題とその原因 

なし 

○ 対策 

なし 

 

  （４）設計・開発事業者の再選定準備 

（最適化の実施内容） 

「国民経済計算システムに関する設計・開発作業」の実施事業者の選定準備の実

施 

・経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・システム最適化に関す

る設計・開発作業の調達計画書及び国民経済計算システムに関する設計・開発作

業の調達仕様書（要件定義書）を作成 

    

（最適化の実施状況） 

    平成 18 年度末の設計・開発の入札不調を受け、個別管理組織において PJMO 事業

者の協力を得て精査した調達仕様書（要件定義書）を作成し、入札に使用することとし

た。なお、「情報システムに係る政府調達の基本指針」(平成 19 年 3 月 1 日)に基づき、

設計・開発する情報システムの方式を検討した結果、「国民経済計算システムに関す

る設計・開発作業」と「景気統計システムに関する設計・開発作業」、「ハードウェア等」、

「運用・保守」に分離して調達する内容の調達計画書を作成し、平成 19 年度において

は「国民経済計算システムに関する設計・開発作業」の実施事業者の選定準備を実施

した。（「景気統計システムに関する設計・開発作業」については、「国民経済計算シス

テムに関する設計・開発作業」と調達時期をずらし、平成 20 年度に実施事業者の選定
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準備を実施予定。） 

     「国民経済計算システムに関する設計・開発作業」の調達については、「情報シス

テムに係る政府調達の基本指針」及び「同実務手引書」(同 7 月 1 日)に基づき、平成

20 年 1 月 22 日に総務省行政管理局に、調達仕様書（要件定義書）等について確認依

頼をし、2 月 4 日に確認書を受理した。その後のスケジュールは以下のとおり。 

   ・平成 20 年 2 月 19 日 意見招請の官報公示 

   ・平成 20 年 4 月 3 日 入札公告 

   ・平成 20 年 4 月 14 日 入札説明会 

   ・平成 20 年 5 月 28 日 開札 

 

【最適化実施の評価】 

○課題及び問題とその原因 

再度の入札不調を回避するため、意見招請において提出される意見等を適切

に調達仕様書（要件定義書）に反映する。 

○対策 

意見招請に際して提出された意見等を精査し調達仕様書（要件定義書）に反

映し、入札公告の手続きを実施した。 

 

３．最適化の効果の評価 

2007 年（平成 19 年）度は最適化の効果は発現しない。 

 

４．最適化実施の総合評価 

平成 18 年度末の設計・開発の入札が不調に終わったのは、応札事業者がごく少数で

あった上、応札事業者との間でシステム構築に関する経費の見積もりにつき乖離が生じ

たことが要因と推察される。 

平成 19 年度は、再度の入札不調を回避する観点から、オープン・コンソーシアムの研

究会を 5 回、シンポジウムを 1 回開催し、国民経済計算の概念、推計方法等の紹介、新

システムの上流設計の一部をプロトタイプ開発して公開するなど、学術関係者からシス

テム設計やプログラム開発について建設的な意見等を頂きつつ、入札希望事業者に対

して、作業内容や見積もりを正確に作成できるよう幅広く情報提供を行った。 

これにより、入札希望事業者との認識の差が縮まり、また、オープンソース化を徹底

することで、全ての入札希望事業者にとって調達リスクが大きく減少したものと考えており、

多くの業者が参入することにより、再度の入札不調が回避されることと、より質の高いシ

ステムをより安価に調達する仕組みとして機能することが期待される。 

 

 

５．その他 

最適化実施時期の見直しに伴い、最適化計画を別添資料のとおり改定する。 
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６．添付書類 

（別添資料）経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・システム最適化 

計画 
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経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・システム 

最適化計画 

 

２００６年（平成１８年）２月２８日 

内閣府本府情報化推進委員会決定 

2008 年（平成 20 年）8 月 22 日改定 

 

第 1 業務・システムの概要 

本最適化計画が対象とする経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わ

る業務・システムとは、統計作成業務及び研究業務並びにそれらの業務を処理

するためのシステム（以下、「本システム」という。）である。統計作成業務と

は、企業等を対象に調査してその結果をとりまとめる機械受注統計のような一

次統計作成業務や、経済統計データや決算書等を用いて推計作業を行い、国民

経済計算や景気動向指数を作成する加工統計作成業務である。また、研究業務

とは計量モデルを用いて経済分析等を行う業務である。具体的には以下に示す

業務である。 

・ 国民経済計算及びそれに関連する統計情報を作成する「国民経済計算

（SNA）業務」 

・ 景気統計の各種統計情報を作成する「景気統計業務」 

・ 月例経済報告等に使用する国内経済動向に関する各種分析を行う「月例

経済報告業務」 

・ 計量モデルを用いたシミュレーション等により経済分析を行う「計量モ

デルによる経済分析業務」 

・ 各種の報告書や内閣府試算等を作成する「報告書等作成業務」 

統計には、定期的に作成するものや、基準改定や長期遡及統計等のように作

成に複数年を要するものがある。加工統計には後者の例が多くみられるが、こ

うした統計は広く一般に公表し、様々な用途で利用されていることから、基準

改定や長期遡及統計等のような統計であっても期日までに確実に作成しなけれ

ばならない。また、基準改定や長期遡及統計作成においては、過去のデータを

長期に亘り推計し直すため、この作業には長期時系列データが必要不可欠であ

る。 

統計の公表については、さらなる速報化や多頻度化の要請が高まっている。

また、政策の決定等により緊急な要求が発生した場合には、要求に対して柔軟

に対応することも求められている。本業務においても、機動的な体制を整備す

る必要があるため、さらなる業務の合理化・効率化を行い、ヒト ・ モノ ・ 予算 ・ 時

間といった限られた資源の有効活用及び効果的な配分を進めなければならない。 

 

（別添） 
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本システムは、旧経済企画庁が昭和 35 年に導入し、その後順次拡張してきた

ものである。大型電子計算機を中心に構成され、データベース制御、業務アプ

リケーション等の全ての機能が集中している。本システムには「日本経済デー

タベース」、「世界経済データベース」等の時系列データベースがあり、アプ

リケーションと一体化した処理が行われている。これらの時系列データベース

は、30 年以上にわたり蓄積・保守されており、保有する情報量は膨大である。 

本システム上での主な処理は数値計算であり、内閣府（旧経済企画庁）で開

発された経済分析用ソフトウェア（外部開発を含む）や統計分析用の汎用パッ

ケージ等を用いて、統計作成業務や研究業務が行われている。経済分析用ソフ

トウェアは業務に合わせて開発され、多数のソフトウェア資産が部署ごとに管

理されている。ソフトウェアでは、キャラクタベース主体のデータ入力やコマ

ンドの操作等、過去に用いられた技術がそのまま使用されており、利用に際し

ては独自の知識が必要とされている。 

本システムは、導入時の最先端技術である大型電子計算機によりシステムが

構築されている。しかしながら、オープン系技術の処理性能や信頼性は著しく

向上しており、より安価なオープンシステムによるシステム構築も容易となっ

てきている。 

 

経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・システムの最適化

にあたっては、「経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・シ

ステムの見直し方針」（2005 年（平成 17 年）6 月 29 日内閣府本府情報化推進

委員会決定）を踏まえ、大型電子計算機を中心とするシステムからオープンシ

ステムへの移行を行い、業務の特性を考慮しつつ、業務・システムの見直しを

図ることにより、（１）業務の効率性・合理性の向上、（２）国民の利便性の向

上、（３）安定性・信頼性・安全性の確保、（４）経費の削減を実現することを

基本理念とする。 
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第２ 最適化の実施内容 

以下に示す最適化を実施する。これらにより最適化実施後のシステム運用経

費については、年間約 204 百万円（試算値）の節減が見込まれる。業務処理時

間については、年間約 2,800 日分（試算値）の短縮が見込まれ、SNA 業務にお

いて数年おきに行う業務（基準改定）を実施する年度の場合には、さらに年間

約 388 日分（試算値）の短縮が見込まれる。 

 

１ 業務の効率性・合理性の向上  
（１） データ入手・入力作業の効率化  

① 外部機関等とのデータ連携 

統計作成業務において利用するデータは、外部機関等から紙媒体や電子

媒体により人手を介して入手・入力している場合が多い。外部機関等から

のデータ入手・入力作業やデータの授受作業等を電子的に行うシステム

（以下、「業務支援システム」という。）を平成 22 年度半ばまでに構築し、

これを利用することにより、外部機関等からのデータ入手・入力に要する

作業時間を縮減し、入力ミスを防止する。 

 

②  データ入手状況の管理 

外部機関等からのデータ入手に関する情報等を業務支援システムで一

元管理し、データ入手状況や推計作業の進捗状況の把握を容易にすること

で、各担当者間の確認作業の効率を高める。 

 

③  入手データの共有化 

データの入手は、紙媒体・電子媒体によるほか、インターネットや各種

文献、電話、ＦＡＸ、アンケート等により行っている。入手したデータや

ソフトウェア資産等を管理するシステム（以下、「資産管理システム」と

いう。）を平成 21 年度半ばまでに構築し、これを利用して入手データを一

元的に管理し担当者間で共有することにより、同一データの重複入手の可

能性を回避する。 

 

  以上により、年間約 156 日分(試算値）の業務処理時間の短縮が見込まれる。 

 

（２） データ授受の効率化・合理化  
① 手交計画作成作業の効率化 

国民経済計算（SNA）業務では、各課・班の間におけるデータ授受に関

する手交計画を人手により作成しているが、手交計画の立案、調整作業の

一部及び計画書の連絡、配布、確認、収集等の作業について、部署間での
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データ授受計画作成や授受作業を支援するシステム（「業務支援システ

ム」）を平成 22 年度半ばまでに構築し、これを利用することにより、デー

タ授受計画作成作業を効率化する。 

 

② データ授受状況の管理 

SNA業務におけるデータ授受を業務支援システムで管理することにより、

人手によるデータ授受の際生じるミスや遅延を防止する。また、データ授

受の進捗状況の確認作業を縮減し、部署間のデータ授受完了を確認するた

めの管理票、手交状況報告のための管理票の作成およびファイリング作業

を廃止する。 

 

③ データ情報の共有化 

SNA 業務の作業過程では、中間の推計データや最終データを担当者間で

共有して作業を行う場合がある。中間推計や最終データを業務支援システ

ムで保管し、各担当者が迅速に参照できるようにすることにより、担当者

間のデータの交換や受渡し作業を効率化する。また業務支援システムによ

り、課や業務をまたがるデータの集中管理を行い、蓄積データの再利用等

を容易にする。 

 

以上により、年間約 775 日分(試算値)の業務処理時間の短縮が見込まれる。 

 

（３） 統計情報等の公表作業の効率化  
① 公表作業の効率化 

SNA 業務における公表統計値の数値表現において、大型電子計算機の推

計値を端末上で表現する場合に双方の数値表現が一致しない場合があり、

この確認及び修正作業を人手で行っているが、平成 22 年度末までに統計

表の作成システム(SNA 業務システムに含まれるサブシステムであり、以

下「表章システム」という。）を改善することによりこれら作業を効率化

する。 

 

② 表章機能の統一化 

SNA 業務では、各課・業務で複数の表章システムを利用して統計表を作

成しており、表章システム間でのデータ受渡し作業が生じているが、平成

22 年度末までに表章システムを一元化することにより、これら作業を省

略し、統計表間のデータの整合性を図り、統計値の突合作業を廃止する。 

 

以上により、年間約 500 日分(試算値)の業務処理時間の短縮が見込まれる。 
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（４） システム開発・改修作業の効率化  
現行システムは、個別システムごとに独立に開発された経緯から、シス

テムごとの機能重複がみられる。システム開発環境の統一、ユーザー・レ

ベルでの抽象的な機能設計（モデリング）手法の活用、プログラム表記法

の統一、モジュール（部品）化、共有ライブラリの活用等により、ソフト

ウェア部品の再利用やソフトウェア部品の追加が容易な構造で開発を行

うことを徹底し、新規機能追加・改修等のシステム開発作業を効率化する。 

 

（５） ユーザインタフェースの改善  
① 操作性の改善 

現行システムはキャラクタベース主体のデータ入力やコマンドの操作

等、過去に用いられた技術をそのまま使用しているため、利用に際しては

独自の知識が必要となっている。新システムでは、現在広く普及している

操作方法であるグラフィカルユーザインターフェースの導入によりシス

テムの操作性を改善し、システム操作の効率性向上と作業ミスの防止を図

る。 

 

② 端末とサーバとの連携 

端末のアプリケーションとサーバ、データベースを連携し、端末とサー

バの間の直接操作を実現することにより、両者のシステム操作の効率化を

図る。 

 

以上により、年間約 975 日分(試算値)の業務処理時間の短縮が見込まれる。 

 

（６） 業務資産に関する情報の共有化  
① プログラム資産、データ資産の管理 

各課・班で作成した業務プログラム、データ、外部業者によるソフトウ

ェア開発成果物等の各種資産は、関連他課・班業務でも利用される場合が

多いので、ソフトウェア資産や操作マニュアル、設計書等のドキュメント

類を管理するシステム（「資産管理システム」）を平成 21 年度半ばまでに

構築し、これを利用することにより各種資産を統一的に管理し、担当者間

で共有する。また、資産管理システムにより資産の改修履歴（改修日、改

修箇所、改修理由等）を管理する。これらにより資産の最新内容や改修な

どの経緯についての確認が容易になり、プログラム改修作業等の効率化に

資する。また、資産管理システムの活用によりプログラム改修等の外部委

託作業における管理業務を効率化する。なお、資産管理システムの運用に
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あたっては、平成 21 年度半ばまでに資産管理に関する標準的な規約を定

め、これにもとづき行うこととする。 

 

② 設計書や業務手順書等の管理 

業務手順書、システム説明書、プログラム説明書等を資産管理システム

で管理し、担当者間で共有することにより、これら情報の検索作業を効率

化する。また、業務に関する情報の属人化を防ぎ、異動時等における引継

ぎ作業等を効率化する。 

 

以上により、年間約 313 日分(試算値)の業務処理時間の短縮が見込まれる。 

 

（７） オープン化による業務の効率化・合理化  
① オープンシステム化 

大型電子計算機上で構築されている現行システムを、拡張性、汎用性、

相互運用性が高い技術を採用したオープンシステムとして平成 22 年度末

までに再構築する。また、オープンシステム化に際しては、業務の効率的

な遂行に資する汎用パッケージを導入する。業務アプリケーションの標準

化を推進し、業務の効率化・合理化を図る。 

 

② システム運用の可用性の向上 

システムのオープン化にあたっては、大型電子計算機にみられる運用時

間の制約等の制約を廃止し、システムの多重化等により可用性を向上させ

るなどシステム利用時間の制約を最小化することにより業務効率の向上

を図る。 

 

以上により、年間約 81 日分（試算値）の業務処理時間の短縮が見込まれる。 

 

本最適化実現のためのシステム移行について、平成 18 年度および平成 19 年

度に現行プログラム資産およびデータベースの調査を行った。平成 20 年度から

22 年度までに新システムの設計・開発・検証を行う。この間順次新システムに

移行していくが、現行システムを廃止し、新システムへの移行が完了するのは

平成 22 年度の予定である。資産管理システムについては、平成 20 年度から 21

年度半ばまで設計・開発・検証を行い、平成 21 年度半ばから運用を開始する。

業務支援システムについては、平成 21 年度から 22 年度半ばまで設計・開発・

検証を行い、平成 22 年度半ばから運用を開始する。 
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２ 国民の利便性の向上  
（１） 統計情報公表の利便性向上  

本業務で作成する統計情報を、広く一般に利用されている形式（CSV 形式

や表計算ソフト形式等）で、インターネットを介し電子ファイルとして外部

へ提供する。また、「統計調査等業務の業務・システムの見直し方針」（平成

17 年 4 月 8 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議幹事会決定）にもと

づく、政府統計に関連する情報全体の総合的な窓口となる「政府統計の総合

窓口」（e-Stat）と連携した統計情報提供を行う。 

 

（２） 統計情報提供の迅速化  
統計情報の公表頻度の増加や公表までの期間の短縮化が強く求められている。

「２.１ 業務の効率性・合理性の向上」の実施により業務時間の短縮を図り、

外部に対する迅速な統計情報提供を目指す。 

 

（３） 経済構造の変化に対応した新たな統計情報の的確な提供  
企業のＭ＆Ａの活発化などにみられるように、経済構造は常に変化しつつあ

る。経済構造の実態を正確に把握するため、既存の統計を見直し、新たな統計

情報を開発・提供することが強く求められている。このため、統計システムの

モジュール（部品）化を進め、新機能の追加や既存統計の推計方法の改善を迅

速に行えるよう措置する。 

なお、新たな統計情報の提供に際しては、国連、OECD 等の国際機関による SNA

改訂勧告及び審議会等による SNA 推計方法改善に関する長期的整備計画などに

基づくプログラム新規開発作業、あるいは定期的に行われる SNA 基準改定及び

それに関連する長期遡及系列整備のためのプログラム開発・改修作業などにつ

いて必要性を厳格に精査し、その必要性を明らかにした上で実施する。 

 

３ 安定性・信頼性・安全性の確保  
（１） システムの多重化  

現行システムのオープン化にあたっては、業務を安定的に遂行するために業

務データ及びシステムのバックアップ機能の充実により障害発生時の代替環境

を整備し、システム障害発生時におけるシステム運用停止時間を最小化する。

また、外部からのアクセスの集中など計画時に想定できないネットワーク負荷

の発生等においても、システム障害が業務に及ぼす影響を最小限に抑える。 

 

（２） データベースの検証  
現行システムの時系列データベースのオープン化にあたっては、データの特

性及びデータを利用する業務とデータベースとの関連を十分に考慮したデータ
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ベース管理システム（DBMS）を採用する必要がある。このため、業務プログラ

ムの開発に先行してデータベース管理システムとデータベースの移行方法につ

いて検証・設計を行い、平成 21 年度末までに時系列データベースをデータベー

ス管理システム上に構築し、業務プログラムとデータベースとの間のデータ入

出力機能の確実性を高める。また、データの移行に際しては、移行後のデータ

の検証を十分に行うことで信頼性を確保する。 

 

（３） 厳格な情報管理  
本業務における情報の取り扱いについては、公益性及び公平性の観点から責

任ある管理が必要となる。これらの情報は業務支援システム及び資産管理シス

テムで保管し、情報のセキュリティレベルに応じて更新・削除・参照等の利用

を制限する。また、これらのシステムにより職員に対する認証機能およびアク

セス制御機能を統一的に管理する。さらに、データ及びプログラム等の資産管

理を一元化し、平成 21 年度半ばまでに定める資産管理に関する標準的な規約に

基づき厳格に行う。 

 

４ 経費の削減  
（１） オープンシステム化による経費削減  

平成 22 年度末までの可能な限り早期に大型電子計算機システムを廃止し、オ

ープンシステムを導入することにより、システム機器にかかる経費を削減する。

オープンシステム化に伴い大型電子計算機システム上において開発された内閣

府独自のアプリケーションやデータベースを代替するソフトウェアを導入する

必要が生じるが、これらの機器及びソフトウェアの調達にあたっては、ベンダ

のマルチ化に対応したシステムインテグレータ（SIer）の活用、複数年契約の

採用による柔軟なシステム構築、および開発するソフトウェアの著作権等権利

の帰属についても考慮した調達を行うことにより、ライフサイクルコスト（ソ

フトウェアの開発・保守、機材導入・保守費用等を含めた全費用）を削減する。 

 

（２） ブラックボックス化の防止  
現在利用中のプログラム資産等にはドキュメントがないなど内容の不明確な

資産が多い。このため、これら資産を中心に平成 18 年度にプログラム及びデー

タベースについて資産調査を行った。またオープンシステム化にあたっては、

資産内容を明確にし、資産管理の標準的な規約に基づき、資産管理システムを

用いて設計段階から厳格な資産管理を行うことにより、資産のブラックボック

ス化を防止する。プログラムの開発においては、資産管理システムを用いて、資産の

内容、改修履歴等を確認することで、プログラム開発・改修等の重複を回避し、経費

を削減する。プログラムの改修等の調達にあたっては、資産管理システムで保管する
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仕様書や設計書等の利用により、仕様書作成作業を効率化し、改修経費の削減を

図る。 

 

（３） ハードウェア依存性を抑えたソフトウェアの使用  
オープンシステム化にあたっては、広く標準として用いられている技術を利

用することにより特定ハードウェアに依存するソフトウェアの利用を避け、汎

用的なモジュールの整備が進んでいる開発言語を採用する。このような汎用的

なソフトウェアを導入することにより、ハードウェアの入替に伴うシステムの

変更およびソフトウェア開発要員の確保を容易にし、システム関連経費を削減

する。 

 

（４） 外部委託化  
高度な専門知識・技能が不要でセキュリティ上の問題がないデータ入力作業、

アンケート集計作業等の他、「統計調査の民間委託に係るガイドライン」及び

統計調査等業務の業務・システムの最適化計画に基づき、可能な限り外部委託

化を進め、経費を削減する。 

 

これらの調達にあたっては、一般競争入札によることとし、可能な限りの分離

調達を行うことにより経費を削減する。 

 

（５）統計調査等業務の業務・システムの最適化計画に基づく措置 

統計調査等業務の最適化の実施に際しては、統計調査等業務の業務・システ

ムの最適化計画に基づき必要な措置を実施するとともに、システムのライフサ

イクル等に応じ、平成２０年度以降に構築される各府省共同利用型システムと

重複又は類似する機能について、必要に応じて廃止その他の見直しを行うもの

とする。 

 

 

なお、上記業務処理時間の短縮時間及びシステム運用経費の削減額は、今後最

適化の実施により変動が見込まれる。
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第３ 最適化工程表 

以下に、最適化工程表を示す。  
項 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度以降

1

2

3

4

5

6

7 資産管理システム開発

8 業務支援システム開発

9 現行システム運用

データベースのオープンシ
ステムへの移行

業務システムのオープンシ
ステムへの移行

項目

基本設計

資産調査(プログラム解析）

開発

開発・検証

設計 開発 検証

設計 開発 検証

運用

運用

運用

検証

基本設計

基本設計が完了した業務から順次開発を実施

開発が完了した業務
から順次検証を実施

基礎調査

運用

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



１　最適化共通効果指標

(1) 最適化共通効果指標

①削減経費（単位：千円）

②削減業務処理時間（単位：時間）

最適化実施内容単位の効果指標(単位:時間)

2006年6月30日

2008年8月22日改定

204,000

2010年度

540,000

―

内閣府本府情報化推進委員会決定

６年度

2011年度

540,000

336,000

―

―

５年度

―

70,000

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

1,248

2011年度

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

90,033 22,400

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

― ―

― ― ―

２年度目 ３年度目 ４年度

540,000 540,000 540,000 540,000

最適化効果指標・サービス指標一覧

（経済財政政策関係業務等に必要なシステムに係わる業務・システム）

最適化実施前の経費(a)

最適化実施後の経費(試算値）(b)

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

初年度目

削減経費（目標値）（(a)-(b)）

最適化実施後の経費(実績値）(c)

削減経費（実績値）（(a)-(c)）

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

全体

時　間

281,353

112,433

351,353

―

6,263 5,015

データ入手・入力
作業の効率化

2005年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

時　間

データ接受の効率
化・合理化

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

金額換算（千円）
(3,125円/時間) 19,572 15,672 3,900

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

時　間 31,121 24,921

金額換算（千円）
(3,125円/時間) 97,253 77,878 19,375

6,200



金額換算（千円）
(3,125円/時間) 10,156 8,131 2,025

時　間 3,250 2,602 648

オープン化による
業務の効率化・合

理化

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

金額換算（千円）
(3,125円/時間) 39,281 31,456 7,825

時　間 12,570 10,066 2,504

業務資産に関する
情報の共有化

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

金額換算（千円）
(3,125円/時間) 122,341 97,966 24,375

時　間 39,149 31,349 7,800

ユーザインタ
フェースの改善

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

時　間 20,080 16,080

金額換算（千円）
(3,125円/時間) 62,750 50,250 12,500

4,000

統計情報等の公表
作業の効率化

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）


